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 （３）　筒井建夫 = 村松秀樹・一問一答・民法（債権関係）改正（商事法務・平30
年）90頁。 
 （４）　内田貴・民法Ⅲ（第4版・東京大学出版会・令2年）340頁。 
 （５）　 筒井 = 村松・前掲 注（3）91頁。 
 （６）　筒井 = 村松・前掲 注（3）91頁。 
 （７）　筒井 = 村松・前掲 注（3）91頁。 
 （８）　筒井 = 村松・前掲 注（3）91頁以下。 
 （９）　筒井 = 村松・前掲 注（3）93頁。 
 （10）　潮見佳男・民法（債権関係）改正法の概要（金融財政事情研究会・平29年）
79頁。 
 （11）　筒井 = 村松・前掲 注（3）93頁。 
 （12）　筒井 = 村松・前掲 注（3）94頁以下。 
 （13）　潮見・前掲 注（10）79頁。 




 （16）　筒井 = 村松・前掲 注（3）93頁以下。 




 （19）　潮見・前掲 注（10）81頁。 
 （20）　伊藤滋夫「債権者代位権―新民法（債権関係）における要件事実の若干の
問題―」ビジネス法務18巻9号126頁、128頁（平30年）。 
 （21）　筒井 = 村松・前掲 注（3）94頁。 
 （22）　山本・前掲 注（18）120頁。 
 （23）　新堂・前掲 注（1）827頁以下。 





 （27）　山本・前掲 注（18）121頁、伊藤・前掲 注（25）593頁注264。 
 （28）　潮見・前掲 注（10）81頁以下。 
 （29）　伊藤・前掲 注（25）699頁注83。 
 （30）　新堂・前掲 注（1）295頁、828頁。 
 （31）　新堂・前掲 注（1）829頁、山本・前掲 注（18）121頁〔裁判所は実質審理
に入る前に債権者に訴訟告知を求める〕。 










 （37）　新堂・前掲 注（1）295頁、828頁。 
 （38）　民法（債権法）改正検討委員会編・前掲 注（2）441頁。 






 （42）　畑・前掲 注（41）137頁。 
 （43）　伊藤・前掲 注（25）198頁注47。 






















 （51）　高須・前掲 注（35）67頁。 
 （52）　伊藤・前掲 注（25）715頁注120。 
 （53）　畑・前掲 注（41）136頁以下。 
 （54）　山本・前掲 注（18）123頁。 
 （55）　畑・前掲 注（41）136頁。 



























 （60）　伊藤・前掲 注（25）715頁注120。 
 （61）　伊藤・前掲 注（26）44頁以下。 




 （64）　三木ほか・前掲 注（36）591頁〔菱田雄郷〕。 
 （65）　山木戸克己「訴訟参加と訴訟承継」民事訴訟法講座第1巻（有斐閣・昭29
年）273頁、299頁。 
 （66）　畑・前掲 注（41）135頁。 
 （67）　山本・前掲 注（41）10頁。 
 （68）　山本・前掲 注（18）123頁。 
 （69）　山本・前掲 注（41）10頁。 
 （70）　伊藤・前掲 注（25）703頁以下。 
 （71）　畑・前掲 注（41）135頁。 
 （72）　民法（債権法）改正検討委員会編・前掲 注（2）441頁。 












 （76）　名津井・前掲 注（49）89頁以下。 
 （77）　新堂・前掲 注（1）845頁。 











































 （85）　名津井・前掲 注（49）93頁以下 〔ただし、同論文は債務者の当事者適格
が債権者のそれに優先するという考え方に否定的であり、また、訴え却下
を含む合一確定は、独立当事者参加訴訟においてそれ自体変則的なもので
あるとして否定的である〕。なお、旧民訴法および改正前民法の下において、
債権者代位訴訟に債務者が権利主張参加した事案で、債権者（本訴原告）の
訴えを却下し、参加人たる債務者の本訴被告に対する請求を認容すること
を認めたのは、最判昭和48年4月24日・民集27巻3号596頁。 
 （86）　もっとも、前掲最判平成16年3月25日は、確認の利益の存在を否定し
て本訴を却下する根拠として、単に「反訴が提起されている以上」とするだ
けで、反訴について本案判決をなしうる場合または認容判決をなしうる場
合といったような限定はない。しかし、類似した事例で原告の債務不存在
確認の訴え（本訴）を確認の利益がないとして却下した下級審裁判例では、
本訴に関する確認の利益を否定する際に、反訴に関する限定を付している。
例えば、大阪地判昭和62年12月24日・交通民集20巻6号1616頁は、「同
一内容の積極的な給付請求の反訴が維持されたまま弁論を終結した場合に
は」という限定をした上で、本訴たる債務不存在確認の訴えには確認の利
132
益がないとしている。また、福岡高判平成10年7月21日・判タ 1000号
296頁も、「裁判所が右反訴請求について本案判決をすることにより」とす
る限定を付した。さらに、大阪高判平成8年1月30日・判タ 919号215頁
は「被控訴人から当該債務について給付請求訴訟が提起され、給付を命じ
る判断がなされる以上」といった限定を付した。これらの下級審裁判例に
照らして、債務者による権利主張参加がなされたことによって訴訟要件（原
告たる代位債権者の当事者適格）を満たさなくなったため、債権者代位訴
訟として提起された訴えを却下する扱いをする際には、債務者の第三債務
者に対する請求（被代位権利）について本案判決をなしうる場合または認容
判決をなしうる場合といったような限定を付することが考えられる。 
